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はじめに
高齢化が急速に進んでいる本邦では， 団塊の世

代が 75 歳以上になる 2025 年を目途に， 高齢者が

住み慣れた地域で暮らしていけるよう各地域で

「医療」， 「介護」， 「介護予防」， 「住まい」， 「生活支

援」 が包括的に確保される地域包括ケアシステム

の構築に向けた取り組みが推進されている 1）． そ

の中でも， できる限り要支援 ・ 要介護状態に陥ら

ないようにする 「介護予防」 の取り組みが重要視

されており， 高齢者の身体機能の維持 ・ 向上や日

常の身体活動量の維持 ・ 増加に繋がる支援が必要

となっている．

運動は身体機能や心理面， 生活の質を改善する

ことができ， 健康増進や疾病予防などに効果があ

ることが知られている 2）． また， 週 1 回 2 時間の

運動を行うことで転倒予防に効果を認めている 3）．

Kesaniemi ら 4） は， 運動を継続的に行うことで，

身体機能の向上， 死亡率の減少， うつや認知症な

どの疾病を予防すると報告している． そのため，

運動を継続して行い運動習慣として定着させてい

くことが重要となる． このような運動習慣の定着

に向けて， 近年では集団運動が注目されている．

横山ら 5） は， 個別運動に加え， 集団運動も取り

入れたグループは， 個別運動のみのグループに比

べ， 運動習慣の定着に重要である達成感や自己効

力感を高めることができ， 教室への参加率も高い

ことを報告している． さらに， 集団運動を取り入

れる効果として， 身体機能の維持 6）， 転倒リスク

の軽減 7） を図ることができるとした報告もある．

このような背景の中， 本邦では， 全国各地におい

て地域の運動教室が開催されている． 東京都世田

谷区 8） では， 体操ボランティアリーダーによる地
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域住民への運動指導が行われ， 茨城県利根町 9） で

は， 「介護予防」 と 「機能維持」 を目的に考案した

シルバーリハビリ体操を指導する教室が実施され

ている． また， 愛知県尾張旭市 （以下， 本市） 10）

では， 筋力トレーニング事業の運営 ・ 活動を支援

する健康づくり推進員 （以下， 推進員） やボラン

ティアによる筋トレ教室の代表者 （以下， 代表者）

が， 市内各所で地域の住民に対して運動教室を開

催している．

一方， 運動を継続することの難しさも示されて

いる． 高齢者は運動を開始した 6 ヶ月後に， 開始

した者の内 50% が運動を中止し， ドロップアウト

することが報告されている 11）． また， 重松ら 12）

が， 地域在住高齢者に対して行ったアンケート調

査によると， 運動をしない理由として， 「機会がな

いから」， 「時間がないから」， 「運動する施設が近

くないから」， 「仲間がいないから」 などが挙げら

れ， 運動習慣の定着に関する複数の問題点が報告

されている． このような問題点に対し， 林ら 13） は

住民が主体となって， グループを自主運営してい

き， 参加者間の関係づくりをすることが， 運動を

継続していくために必要と述べている． このこと

から， 教室の運営においては， 行政関係者だけで

なく， 地域住民が主体となって運営を行っていく

ことが大切になる． 本市では， 「らくらく筋トレ教

室」 （以下， 筋トレ教室） にて， 「らくらく筋トレ

体操」 を 10 年以上前から長きにわたり実施してお

り， 教室数も増加傾向にある． このように先進的

に拡大を続けている運動教室において， 参加者が

どのような要因で参加を継続できているかについ

て検討している報告はほとんど見当たらない． 本

研究の目的は， 本市内で地域住民が主体となって

行われている筋トレ教室に通う参加者の参加継続

の要因について， アンケート調査に基づき明らか

にすることである．

対象および方法
1．対象

本研究の対象者は， 平成 29 年度の筋トレ教室の

全参加者 1498 名であった． 本市で開催されている

筋トレ教室は， 週 2 回以上， 週 1 回， 2 週に 1 回

と様々な頻度で開催されている． 本研究では， 週

2 回以上および 2 週に 1 回の頻度で開催している

教室の参加者を除外し， 参加者数の最も多い週 1

回開催の教室へ参加している863名を対象とした．

2．筋トレ教室の内容
筋トレ教室の基本的なプログラムは， 座位およ

び立位にて， 下肢の関節を各運動方向に 10 回ずつ

ゆっくりと動かす筋力トレーニングであり， 40 分

間を 2 セット実施する． 対象者の身体機能に合わ

せて重錘を用い， 負荷量の調整が行われている．

また， 運動の方法や注意点などがまとめられたト

レーニングテキストや DVD を参照しながら実施

し， 加えて推進員や代表者により適宜参加者の運

動方法やフォームのチェックが行われることで，

一定の質が担保されるような工夫がなされてい

る． 教室の実施時間は， 2 時間程度であり運動前

後には適宜休憩を挟み， 交流を深めるために持ち

寄ったお茶やお菓子などをとりながら雑談時間を

作ることも意図的に行われている （図 1）．

3．方法
本市の筋トレ教室に参加している地域在住高齢

者に無記名式のアンケートを用い， これまでの筋

トレ教室への参加について振り返り， アンケート

を記載するように求めた． アンケートの調査期間

は， アンケートを配布し， 回収までの期間とし，

平成 29 年 8 月 1 日から 10 月 31 日とした． アン

ケート内容は， 地域在住高齢者の運動継続の要因

について重松ら 12） が実施した調査を参考に， 著

者らによって作成した． 変更は 2 点であり， 本市

の筋トレ教室では， 対象者が運動を実施する際，

教材 （テキスト， DVD） を参考にしていることか

ら， 教室への参加継続のできている要因に関する

質問に追加し， 「教材 （テキスト， DVD） があるか

ら続けられた」 を追加した． さらに， 教室への参

加頻度に関する質問を追加した．

アンケートは年齢， 身長， 体重， BMI （Body 

Mass Index） の基本情報に加え， 教室への参加頻

図 1．らくらく筋トレ教室の運動風景

筋トレ教室に参加している地域住民の方から承諾を得て

掲載．
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度を 「3 割以上」， 「3 割未満」， 「ほとんど参加して

いない」 の 3 つの選択肢から， 参加者の主観によ

り選択させた． その内， 参加頻度が 3 割以上の者

に， 参加継続ができた理由について， 5 段階リッ

カート尺度 （1 ： 全くそう思わない， 2 ： あまりそ

う思わない， 3 ： ふつう， 4 ： ややそう思う， 5 ：

かなりそう思う） により調査した． なお， 本研究

における参加継続の定義としては， 月 1 回よりも

多い頻度で教室への参加を継続しているものとし

た． アンケート内容としては， 教室への参加頻度

3 割以上と回答したものを参加が継続できている

ものと規定した．

アンケート内容の参加継続できた理由について

は， 「楽しいから続けられた」， 「体力が向上したか

ら続けられた」， 「健康になったから続けられた」，

「仲間ができたから続けられた」， 「時間があったか

ら続けられた」， 「運動する施設が近くにあるから

続けられた」， 「やめると太るから続けられた」，

「運動教室や健康行事があったから続けられた」，

「医師， 保健師， 家族などに続けるように言われて

いたから続けられた」， 「指導者が良かったから続

けられた」， 「教材 （テキスト， DVD など） がある

から続けられた」 の 11 項目について聴取した （図

2）． 各項目の中央値 （四分位範囲） および 「かな

りそう思う」 と 「ややそう思う」 と回答した割合

を算出した．

4．データ収集
データ収集は， 尾張旭市の健康 ・ 福祉課の職員

の協力を得て， 推進員が参加者へ配布をする形式

をとった． 推進員のいない教室では， 健康 ・ 福祉

課の職員が配布した． 配布は原則として手渡しと

した． アンケートは， 無記名にて依頼することで

個人を特定できない形式をとり， 推進員および健

康 ・ 福祉課の職員が回収を行った．

5．倫理的配慮
アンケート調査を行う前に， 個人情報保護につ

いて説明を行い， アンケートヘの回答をもって，

今回の研究参加および研究発表に対して同意した

とみなすことを説明し， 了承を得た． 本研究は，

中部学院大学倫理委員会 （通知番号 ： E17-0004）

の承認を得て行った．

結果
ア ン ケ ー ト の 回 答 者 数 は 863 名 （ 回 収 率

100%）， 有効回答率は 100% であった． 回答者のう

ち， 参加頻度が開催の 3 割未満である 43 名を除

外した結果， 820 名が対象者となった． 対象者の

基本情報 （平均値 ± 標準偏差） は， 年齢 75.9 ± 

5.8 歳， 性別は男性 133 名， 女性 687 名であった

（表 1）．

筋トレ教室で運動を継続することができた理由

について項目ごとの中央値 （四分位範囲） を示

1 2 3 4 5

指導者が良かったから続けられた

教材(テキスト，DVDなど）があるから続けられた

時間があったから続けられた

医師，保健師，家族などに続けるように言われていたから続けられた

運動する施設が近くにあるから続けられた

やめると太るから続けられた

運動教室や健康行事があったから続けられた

楽しいから続けられた

体力が向上したから続けられた

健康になったから続けられてた

仲間ができたから続けられた

以下の項目で当てはまる場所に○をつけてください

図 2．アンケート内容
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す． 「楽しいから続けられた」 4 （3-5）， 「体力が向

上したから続けられた」 4 （3-5）， 「健康になった

から続けられた」 4 （3-5）， 「仲間ができたから続

けられた」 4 （3-5）， 「時間があったから続けられ

た」 4 （3-5）， 「運動する施設が近くにあるから続

けられた」 4 （3-5）， 「やめると太るから続けられ

た」 3 （2-3）， 「運動教室や健康行事があったから

続けられた」 4 （3-4）， 「医師， 保健師， 家族など

に続けるように言われていたから続けられた」 2

表 1. 対象者の基本情報

項　目 調査結果

対象者 （名） 820

年齢 （歳） 75.9 ± 5.8*

性別 （男 / 女 ： 名） 133 / 687

身長 （cm） 153.8 ± 7.1*

体重 （kg） 52.8 ± 8.6*

BMI （kg/m2） 22.2 ± 3.0*

* ： 平均値±標準偏差にて記載
BMI ： Body Mass Index

表 2. アンケートの中央値と四分位範囲

項　目 中央値 （四分位範囲）

楽しいから続けられた 4 (3-5)

体力が向上したから続けられた 4 (3-5)

健康になったから続けられた 4 (3-5)

仲間ができたから続けられた 4 (3-5)

時間があったから続けられた 4 (3-5)

運動する施設が近くにあるから続けられた 4 (3-5)

やめると太るから続けられた 3 (2-3)

運動教室や健康行事があったから続けられた 4 (3-4)

医師， 保健師， 家族などに続けるように言われていたから続けられた 2 (1-3)

指導者が良かったから続けられた 4 (3-5)

教材 （テキスト， DVD など） があるから続けられた 4 (3-5)

　　　　　　　　　　　　数値は中央値 （第 1 四分位数 − 第 3 四分位数） を記載

表 3. アンケート結果

69.4％ 68.7％ 68.3％ 63.1％

62.1％ 61.1％ 54.4％ 48.7％

46.5％

やめると太るから

18.2％ 18.1％

：かなりそう思う

：ややそう思う

：ふつう
あまりそう思わない
まったくそう思わない

グラフ内の%は，「かなりそう思う」「ややそう思う」を合わせた割合．
並びは，左上より「かなりそう思う」「ややそう思う」を合わせた割合の高い順にて表示．

医師，保健師，家族などに
続けるように言われていたから

運動教室や健康行事
があったから

体力が向上したから 指導者が良かったから 健康になったから 教材(テキスト，DVD)があるから

時間があったから仲間ができたから楽しいから運動する施設が
近くにあるから
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（1-3）， 「指導者が良かったから続けられた」 4 （3-

5）， 「教材 （テキスト，DVD など） があるから続け

られた」 4 （3-5） となった （表 2）． また， これら

の項目の 「かなりそう思う」 と 「ややそう思う」

の割合は， 上位に 「運動する施設が近くにあるか

ら続けられた」 69.4%， 「楽しいから続けられた」

68.7%， 「仲間ができたから続けられた」 68.3% とな

り， 最下位の項目は 「医師， 保健師， 家族などに

続けるように言われていたから続けられた」 18.1%

となった （表 3）．

考察
本研究は， 地域住民が主体となり実施されてい

る， 筋トレ教室に通う参加者の参加継続の要因に

ついて， アンケート調査を実施することで， 参加

を継続している要因が明らかになった．

本研究における筋トレ教室への参加継続の要因

として上位であったのが， 「運動する施設が近く

にあるから続けられた」 という結果が示された．

利用施設と距離の関係が利用頻度に及ぼす影響に

ついて， 平井ら 14） は， 町の住民が施設を利用する

頻度が自宅から距離が離れるに従い低下すると報

告し， 相馬ら 15） は， 茨城県で行われている 「シル

バーリハビリ体操」 の認知度は， 体操を実施して

いる施設より 1,000 m 以上離れると低下し， さら

に距離が離れるにつれ低下していたと報告してい

る． 本研究の対象都市である本市は， 厚生労働省

平成 29 年度の介護予防 ・ 日常生活支援総合事業

（地域支援事業） の実施状況に関する調査結果 16）

および， 国土交通省国土地理院の平成 30 年全国都

道府県市区町村別面積調 17） では， 本市 61 ヶ所で

運動教室を開催しており， 1 km2 あたりの教室数

に変換すると 1 km2 あたり 2.9 ヶ所の教室が存在

している． 愛知県の自治体における運動教室にお

いては， 1 km2 あたりの平均的な教室数は 0.4 ヶ所

であり 16） 17）， 本市は県内他市に比べ， 単位面積あ

たりにおいて多くの教室が存在していることにな

る （図 3）． 今回の施設が近くにあるから続けられ

たという結果において， 市内の筋トレ教室と参加

者の自宅距離が近く， 筋トレ教室に参加しやすい

ことが， 筋トレ教室の参加継続に繋がっていると

考えられる．

「楽しいから続けられた」， 「仲間ができたか

ら続けられた」 の回答において， 「かなりそう思

う」， 「ややそう思う」 を選択した割合は， 68.7%，

68.3% と多く， 運動教室の参加継続において楽し

さや仲間の存在が重要だと報告した先行研究 18） 19）

を支持する結果となった． 後藤ら 18） は， 自主グ

ループへの参加および継続に関連する要因につい

て研究しており， 「自身の健康」， 「やりがい （楽し

（ヶ所）

教
室
数

0.4

2.9

2.2
2.1

0.7
0.6

0.8

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0

1.9

1.4

1.2

0.9

図 3．市町村ごとの 1 km2 あたりの教室数

行政統計データ 16） 17） を基に算出し， 愛知県内において教室数の多い市町村の順にて表示．  
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さ）」， 「仲間の存在」 などを重要視する声が多かっ

たと報告している． 坂下ら 19） も， 楽しいからなど

「運動によるプラスの刺激 ・ 報酬」， 「家族 ・ 仲間

からの支援」 といった仲間の存在が運動継続に重

要であると報告している． また， 地域住民の 1 人

である推進員が行う広報活動や体操指導に伴い，

参加者の満足度が高まる 20） ことや， 参加者は指導

者の人柄に魅力を感じ， 指導者の指導方法が楽し

かった 21） と報告している． これらのことから，

運動を一緒に行える仲間との交流が深まりあうこ

と， 推進員や代表者との関わりがあることで， 筋

トレ教室へ参加する楽しさが生まれ， 筋トレ教室

への参加継続に繋がっていると考えられる．

「体力が向上したから続けられた」， 「健康に

なったから続けられた」 の回答において， 「かなり

そう思う」， 「ややそう思う」 を選択した割合は，

62.1%， 54.4% と結果が得られ， 運動教室の参加継

続により体力向上や健康増進が得られたと報告し

た先行研究 22） を支持する結果となった． 神藤ら 22）

は， 高齢者の体力の要素である筋力， 平衡性， 柔

軟性， 移動能力などが， 運動教室への参加により

改善すると報告している． また， 渡辺ら 21） は， 体

操教室へ長期間に渡り参加を継続している高齢者

を対象に， フォーカスグループインタビューを実

施し， 継続による心身の変化の自覚や周囲からの

効果のフィードバックなどが運動を継続する要因

として抽出されたと報告している． 本教室におい

ても， 推進員や代表者らが意識的に参加者の変化

をフィードバックするようにしている． これらの

ことから， 筋トレ教室への参加により体力が向上

し， それを実感できるような周囲の人たちからの

フィードバックにより， 参加者自身の体力向上へ

の気づきとなり， 筋トレ教室の参加が継続できて

いる要因であると考えられる．

「指導者が良かったから続けられた」 につい

て， 中野ら 23） は， 中高齢者の運動教室への参加者

の継続要因の中で， 「指導者」 の要因が参加継続に

影響していると報告しており， 指導者が親切に指

導してくれて良かったから参加できていると答え

た者が多かった． 先行研究 23） により報告されてい

るように， 指導者が適切に筋トレ教室に関わって

いくことが， 参加継続に繋がると考えられる． ま

た， 林ら 13） は， 専門職員が地域に関わることで，

正しい知識の啓蒙活動や運動継続ができるような

仕組みづくりをしていくことが重要と述べてい

る． 尾張旭市では， 推進員に対して， 半年間で合

計 6 回の健康づくり推進員養成講座をもうけ， 筋

トレ方法への理解を深めるとともに， 適宜保健師

や医療介護専門職の講座なども実施している． 加

えて， 年 1 回市が主催する 「らくらく筋トレ体操

フォーム確認研修会」 を開催し， 筋トレ内容の確

認， 推進員の質を高めるなどの教育体制を敷いて

いる． このように一定の質を担保された推進員ら

が， 筋トレ教室の指導を行っていることが， 参加

者の参加継続を促したと考える．

一方， 参加継続の要因における 「医師， 保健

師， 家族のすすめ」 の回答において， 「かなりそう

思う」， 「ややそう思う」 を選択した割合は， 18.1%

と少なく最下位となった． 渡辺ら 21） は， 保健師や

医師から健康上の問題点に対して指導され， 運動

教室を紹介されたことがきっかけで， 運動教室へ

の参加継続に繋がっていることや， 知人や家族か

らのすすめによっても， 運動教室への参加継続の

きっかけであると報告している． 本市では， 教室

参加者に対して年に 1 回， 保健師から参加継続に

関して促す機会があるにも関わらず， 下位となっ

ていた． その理由として， 本市での取り組みは，

渡辺ら 21） の教室のように専門職が運動指導を行っ

ているものではなく， 地域住民が主体となって開

催しており， その運営方法の違いによるものでは

ないかと推察する． 後藤ら 18） は， 住民主体の教

室への参加のきっかけは， 医師や保健師など専門

職のすすめによるものが多いが， 教室の成熟に伴

い， 仲間の存在の要因が増加してくると報告して

いる． このことから， 本研究の対象となった教室

において， 仲間の要因により住民主体の教室とし

て成熟し， 活動が継続できていると考えられた．

また， 運動教室の参加継続を促すにあたり， 住民

同士の繋がりを図ることが重要であることが示唆

された．

本研究の限界として， 本市の筋トレ教室は， 今

回の分析対象である週 1 回の筋トレ教室以外に

も， 週 2 回以上の教室や 2 週に 1 回の教室が存在

している． そのため， 本市の全ての筋トレ教室に

参加している者について， 検討することができて

いない． また， 今回参加頻度が高い 3 割以上の参

加者に対して検討を行ったが， 3 割未満の参加率

である参加者に対しては検討ができておらず， 本

市全体の調査には至っていないことが挙げられる．

今後は， 本市の筋トレ教室の開催頻度別あるい

は参加頻度別に検討していく必要があると考えられ

る． また， 運動教室への参加者は女性が多く 21）23），

本研究においても同様に， 男性の参加率が非常に

低いため， 男女別における参加者の特性について

検討し， 本市の健康づくり事業の普及推進に繋げ

ていく必要がある． さらに， 理学療法士が運動教
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室に関わる中で， 宮本ら 24） は， 運動教室に参加し

ている理学療法士は， 運動教室の指導内容や運動

機能の評価， 合併症を有する対象者への個別指導

など， その専門性を求められることが多いと述べ

ている． このような視点に加え， 本研究の結果を

踏まえると， 理学療法士が運動機能の変化につい

て定期的に評価し， それらをフィードバックし，

運動機能の変化についての実感を促すことが重要

な役割の一つであると考える． 参加者自身が運動

機能の変化に気がつけることは， 自身の自己効力

感を高め， 楽しさを感じることに繋がることが示

唆される． また， 施設が近いから参加が継続でき

たという点において， 通いやすい環境が重要であ

るという研究結果を行政へフィードバックし， よ

り良い街づくりの構想に役立てていくことも期待

される．

結論
住民主体の運動教室参加者へ参加継続の要因の

アンケート調査を実施した． 地域在住高齢者が教

室へ参加継続するためには， 良い指導者と仲間が

おり， 体力向上や健康増進を感じられることが重

要である． また， 自宅から会場までの距離が近い

ことで， 仲間づくりや健康の維持 ・ 増進， 介護予

防に繋がると考えられ， 「施設の近さ」 の要因が筋

トレ教室の参加継続において大切であることが見

出された．
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